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○決算のポイントについて、ご説明いたします。

○2021年度第2四半期決算は、減収・減益となりました。

○収入・費用については、記載のとおりですが、他社販売電力料の増加、原子力利用
率の上昇、効率化による諸経費・修繕費の減があったものの、為替・燃料価格の影
響や小売販売電力量の減少等があり、減益の決算となりました。

○今後の電力需要や為替・燃料価格の動向などの不確定要素はあるものの、引き続
き、中期経営計画に掲げた諸改革に取り組み、利益水準の確保に努めます。

○2021年度の中間配当につきましては、配当予想のとおり1株あたり25円としました。

○2021年度の業績予想・配当予想につきましては、変更しておりません。
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○連結決算の概要について、ご説明いたします。

○連結売上高につきましては、他社販売電力料は増加しましたが、小売販売電力量
の減少により電灯電力料収入が減少したことや、収益認識会計基準の適用に伴う
再エネ関係の会計処理の変更などから、前年同期に比べて2,439億円減少し、
1兆2,588億円となりました。

○一方、経常費用につきましては、為替・燃料価格の影響などにより増加しましたが、徹
底した経営効率化に努めたこと、原子力利用率が上昇したこと、収益認識会計基
準の適用に伴う再エネ関係の会計処理の変更などから、前年同期に比べて減少しま
した。

○この結果、連結経常利益は前年同期に比べて273億円減少し、1,270億円となり
ました。
また、連結四半期純利益は前年同期に比べて172億円減少し、931億円となりまし
た。

○連結ベースの有利子負債残高は、前年度末に比べて1,854億円増加し、4兆
6,570億円、自己資本比率は0.3%低下し、20.6%となりました。
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○主要データについて、ご説明いたします。

○小売販売電力量につきましては、競争激化の影響や、8,9月の気温が前年より低く推移した
ことによる冷房需要の減少などから、前年同期に比べて24億kWh減少し、488億kWhとな
りました。

○他社販売電力量につきましては、前年同期に比べて17億kWh増加し、101億kWhとなりま
した。

○その結果、総販売電力量は、前年同期に比べて7億kWh減少し、589億kWhとなりまし
た。

○エリア需要につきましては、前年同期に比べて6億kWh増加し、657億kWhとなりました。

○ガス販売量につきましては、前年同期に比べて5万t減少し、62万tとなりました。

○原子力利用率につきましては、前年同期に比べて16.5%上昇し、59.8%となりました。

○出水率につきましては、前年同期に比べて14.0%高い、113.9%となりました。

○全日本通関原油CIF価格につきましては、前年同期に比べて1バレル当たり33.8ドル上昇
し、70.3ドルとなりました。

○為替レートにつきましては、前年同期に比べて2円円安の1ドル109円となりました。



○連結決算における経常収益・費用について、ご説明いたします。

○経常収益につきましては、電灯電力料収入が減少したことなどにより電気事業営業
収益が減少したことに加え、ガス事業の売上高が減少したことなどによりその他事業
営業収益も減少したことなどから、前年同期に比べて2,323億円減少し、1兆
2,894億円となりました。

○経常費用につきましては、ガス事業にかかる費用が増加したことなどによりその他事業
営業費用が増加したものの、購入電力料が減少したことなどにより電気事業営業費
用が減少したことなどから、前年同期に比べて2,049億円減少し、1兆1,624億円
となりました。

○以上により、経常利益は前年同期に比べて273億円減少し、1,270億円となりまし
た。
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○セグメント別の決算概要について、ご説明いたします。

○エネルギー事業は194億円の減益、送配電事業は182億円の減益、情報通信事
業は１億円の減益となりました。

○生活・ビジネスソリューション事業は28億円の増益となりました。

○連結調整を加えた結果、連結ベースでは、273億円の減益となりました。
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○エネルギー事業の業績について、ご説明いたします。

○外販売上高につきましては、他社販売電力料が増加したものの、小売販売電力量
が減少したことや、収益認識会計基準の適用に伴う再エネ関係の会計処理の変更
などから、前年同期に比べて2,694億円減少し、9,244億円となりました。

○経常利益につきましては、他社販売の増加や原子力利用率の上昇などがあったもの
の、為替・燃料価格の影響や総販売電力量の減少などから、前年同期に比べて
194億円減少し、740億円となりました。
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○送配電事業の業績について、ご説明いたします。

○外販売上高につきましては、地帯間・他社販売電力料が増加したことなどから、前年
同期に比べて145億円増加し、1,633億円となりました。

○経常利益につきましては、需給調整に伴う費用が大幅に増加したことなどから、前年
同期に比べて182億円減少し、137億円となりました。
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○情報通信事業の業績について、ご説明いたします。

○外販売上高につきましては、新型コロナウイルス感染拡大を契機とした固定回線ニー
ズの高まりにより、FTTHの回線数が増加しており、eo電気についても堅調に加入者
数が増加したものの、収益認識会計基準の影響や新プラン投入によるMVNOの料
金改定の影響などから、前年同期に比べて50億円減少し、1,034億円となりまし
た。

○経常利益につきましては、経営効率化などによる諸経費の減や売上原価の減があっ
たものの、購入電力料単価上昇などから、前年同期に比べて1億円減少し、212億
円となりました。
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○生活・ビジネスソリューション事業の業績について、ご説明いたします。

○外販売上高につきましては、関電不動産開発において、新型コロナウイルス感染拡
大による賃料収入減少の影響があったものの、都市部を中心に住宅需要が堅調に
推移したことによる住宅販売増などから、前年同期に比べて160億円増加し、676
億円となりました。

○経常利益につきましては、関電不動産開発における住宅販売増や、ホテル事業等に
おけるコスト削減などから、前年同期に比べて28億円増加し、89億円となりました。
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○連結決算における貸借対照表の増減について、ご説明いたします。

○資産につきましては、設備投資額が減価償却費を上回ったことなどから、前年度末に
比べて2,248億円増加し、8兆3,006億円となりました。

○負債につきましては、有利子負債が増加したことなどから、前年度末に比べて2,000
億円増加し、6兆5,502億円となりました。

○純資産につきましては、配当金の支払いなどによる減少があったものの、親会社株主
に帰属する四半期純利益を931億円計上したことなどから、前年度末に比べて248
億円増加し、1兆7,503億円となりました。
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○2021年度の業績予想・期末配当予想につきましては、4月28日公表（7月30日
据置）から変更しておりません。

○今後の電力需要や為替・燃料価格の動向などの不確定要素はあるものの、引き続
き、中期経営計画に掲げた諸改革に取り組み、利益水準の確保に努めます。
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